
　附   属   明   細   書　（障害者雇用納付金勘定）

令和７事業年度

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
自　　令和　７年　４月 　１日

至　　令和　８年　３月 ３１日



（単位：円）

当期償却額 当期減損額

有形固定資産 工具器具備品 220,272,158 2,200,000 0 222,472,158 118,859,255 42,722,452 0 0 103,612,903

（減価償却費） 計 220,272,158 2,200,000 0 222,472,158 118,859,255 42,722,452 0 0 103,612,903

有形固定資産 工具器具備品 963,214 0 0 963,214 963,207 0 0 0 7

（減価償却相当額） 計 963,214 0 0 963,214 963,207 0 0 0 7

有形固定資産 工具器具備品 221,235,372 2,200,000 0 223,435,372 119,822,462 42,722,452 0 0 103,612,910

合計 計 221,235,372 2,200,000 0 223,435,372 119,822,462 42,722,452 0 0 103,612,910

無形固定資産 電話加入権 45 0 0 45 0 0 0 0 45

計 45 0 0 45 0 0 0 0 45

投資その他の資産 投資有価証券 110,000,000 0 0 110,000,000 0 0 0 0 110,000,000

破産更生債権等 70,499,320 7,979,737 0 78,479,057 0 0 0 0 78,479,057

貸倒引当金 △ 70,499,320 △ 7,979,737 0 △ 78,479,057 0 0 0 0 △ 78,479,057

計 110,000,000 0 0 110,000,000 0 0 0 0 110,000,000

差引当期末残高 摘　要

による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
会計処理｣及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（｢第87 特定の資産に係る費用相当額の

資産の種類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額



（単位：円）

２．棚卸資産の明細

種  類 期 首 残 高

当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘　要当期購入･
その他 払出･振替 その他

製造･振替

0 108,553

計 149,346 108,553 0 149,346 0 108,553

貯蔵品 149,346 108,553 0 149,346



（１）流動資産として計上された有価証券

(単位 ：円)

満期保有 種類及び銘柄 取 得 価 額 券 面 総 額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額

目的債券 譲渡性預金 20,000,000,000 20,000,000,000 20,000,000,000 0

計 20,000,000,000 20,000,000,000 20,000,000,000 0

貸借対照表

計上額合計

（２）投資その他の資産として計上された有価証券

(単位 ：円)

満期保有 種類及び銘柄 取 得 価 額 券 面 総 額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額

目的債券 東京都公債(ソーシャルボンド(5年))第7回 10,000,000 10,000,000 10,000,000 0

千葉県令和6年度第5回公募公債（サステナビリティボンド） 100,000,000 100,000,000 100,000,000 0

計 110,000,000 110,000,000 110,000,000 0

貸借対照表

計上額合計
110,000,000

20,000,000,000

３．有価証券の明細

摘   要

摘   要



（単位：円）

賞与引当金

計 192,692,354 203,544,890 192,692,354 0 203,544,890

４．引当金の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘   要
目 的 使 用 その他

192,692,354 203,544,890 192,692,354 0 203,544,890



（単位：円）

計 205,595,131 △ 22,523,631 183,071,500 115,821,200 7,825,138 123,646,338

※算定方法につい
ては、重要な会計
方針を参照

　一般債権 95,826,450 △ 48,408,614 47,417,836 25,761,203 △ 9,181,226 16,579,977

　破産更生債権等 70,499,320 7,979,737 78,479,057 70,499,320

　貸倒懸念債権 39,269,361

7,979,737 78,479,057

未収金 205,595,131 △ 22,523,631 183,071,500 115,821,200 7,825,138 123,646,338

17,905,246 57,174,607 19,560,677 9,026,627 28,587,304

５．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区     分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘   要
期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高 期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高



（単位：円）

①退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

企業年金基金等に係る債務

③年金資産

退職給付引当金（①＋②－③） 1,396,733,383 60,825,921 △ 13,730,653 1,471,289,957

613,276,056 46,320,316 37,047,879 622,548,493

②未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 36,523,087 △ 84,185,973 △ 31,395,276 △ 16,267,610

726,411,686 22,371,152 37,047,879 711,734,959

1,973,486,352 191,332,210 54,712,502 2,110,106,060

1,247,074,666 168,961,058 17,664,623 1,398,371,101

６．退職給付引当金の明細

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘  要



（単位：円）

納付金関係業務引当金 37,444,380,542 4,454,585,058 0 41,898,965,600
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構の業務運営、財務及び会計並びに人事
管理に関する省令第11条

計 37,444,380,542 4,454,585,058 0 41,898,965,600

７．法令に基づく引当金等の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘   要



( 単位 ：千円、人 ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

（注１）役員に対する報酬等の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、役員給与規程（平成１５年

規程第４号）、職員給与規程（平成２５年規程第７号）、役員退職手当規程（平成１５年規程第５号）及び

職員退職手当規程（平成２５年規程第６号）に基づいている。

（注２）支給人員数は、共通経費の配賦を行ったことにより、実際の支給人員数と異なるため記載をしていない。

（注３）役員欄の上段の支給額は非常勤監事で、外数である。

（注４）上記明細のほかに、パートナー職員に係る給与等として、1,126,843千円の支給があり、損益計算書において、

その他の一般管理費及びその他の業務費の内訳費目（謝金）として整理している。

（注５）損益計算書において、退職給付費用として業務費に124,356千円及び一般管理費に7,592千円を計上している。

（注６）単位未満は、切捨てにより表示している。

８．役員及び職員の給与の明細

区 分
報  酬  又  は  給  与 退   職   手   当

支   給   額 支 給 人 員 支   給   額 支 給 人 員

職 員
－ － － －

1,486,420 － 0 －

役 員
149 － － －

19,804 － 0 －

合 計
149 － － －

1,506,225 － 0 －



９．開示すべきセグメント情報

　障害者雇用納付金勘定は、単一セグメントであり、障害者雇用納付金事業のみを実施していることから、当該勘定別附属明細書におけるセグメント情報の記載
を省略しております。
　なお、障害者雇用納付金事業セグメントの財務情報については、法人単位附属明細書の「１７.開示すべきセグメント情報」に記載しております。



１０．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等（「第１０６　関連公益法人等の範囲」

において定める関連公益法人等をいう。以下同じ。）の情報

① 労働関係法人企業年金基金

（１） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

齢、脱退又は死亡について給付を行い、加入者等及びそ つとして当機構が含まれ 石垣　健彦 （理事長代理）

の遺族の生活の安定と福祉の好況に寄与することを目的 る。 若林　革 ※ （千葉職業能力開発短期大学校）

　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50号） 　当基金は、平成２９年に 中沖　剛

に基づき、当該基金の加入者及び加入者であった者の老 設立され、実施事業所の一 星　　直幸

山田　康之 （千葉支部長）

内山　元　　　※ （東北職業能力開発大学校）

とする。 山本　英治　　※ （京都職業能力開発促進センター）

堀之内　治史　※ （鹿児島職業能力開発促進センター）

労働関係法人

企業年金基金

（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。



特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

掛金（事業主負担分）

労働関係法人

企業年金基金
当基金加入員（厚生年金に加入する一定

条件を満たすすべての当機構職員）の老

齢、死亡又は脱退について給付を実施

（２） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

242,502,475

（注）上記金額は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの期間の金額である。

労働関係法人
企業年金基金

15,572,343,821 16,033,219,524 △ 460,875,703 1,335,739,883 1,093,237,408



（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

労働関係法人企業年金基金 ― 793,394,200

（３） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（注１）上記金額は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

（４） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額

（注）上記金額は、令和８年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

科　　目 金　　額

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 65,863,400

労働関係法人企業年金基金 1,335,739,883 0 ―

（注）上記金額は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの期間の金額である。



② 雇用支援機構健康保険組合

（１） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

ては、昭和５２年から加入 境　伸栄 ※ （総務部長）

している。 横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

　健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対し 　当該組合は、昭和３６年 石垣　健彦　　※ （理事長代理）

て保険給付や保健事業等を実施している。 に設立され、当機構におい 青田　光紀　　※ （理事）

木谷　仁 ※ （経理部次長）

佐藤　英明　　※ （岐阜職業能力開発促進センター）

松原　和範　　※ （九州職業能力開発大学校）

赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

雇用支援機構

健康保険組合

（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。



特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
当機構職員等に対し、

保険給付及び保健事業等を実施

（２） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

10,043,590

（注）上記金額は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの期間の金額である。

雇用支援機構
健康保険組合

1,900,470,511 215,820,511 1,684,650,000 4,088,311,449 4,078,267,859



（３） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（注１）上記金額は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

（４） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,980,764,359

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 131,453,779

（注）上記金額は、令和８年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

雇用支援機構健康保険組合 3,968,601,531 0 ―

（注）上記金額は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの期間の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合




